
１　職員の任免及び職員数に関する状況

(1) 職員の採用の状況（令和2年4月1日付）

(2) 職員の退職の状況

(3) 部門別職員数の状況と主な増減理由（各年4月1日現在） （単位：人）

２　職員の人事評価の状況

大鰐町人事行政の運営等の状況（令和元年度）
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　職員があらかじめ設定した業務目標の達成度により、その業務上の業績を
客観的に評価します。

3 

合計

衛 生

農林水産

商 工

土 木

　人事評価は、職務遂行上で見られた職員の能力及び意欲・態度並びに勤務の実績等を
的確に把握し、評価することにより、職員の能力開発（人材育成）・勤務意欲の向上・
適材適所の人事配置を進めるために行うものです。

そ の 他

70 

7 

小 計

12 

3 

135 

3 

病 院

7 8 

小 計

0 

1 

0 

0 

29 

8 

7 

7 業務見直しによる増員8 

合　計

4人 

行　政

7人 

業務見直しによる減員

欠員不補充による減員

特 別 行 政

公営企業等会計

業務見直しによる増員教 育

4 

1 

主な増減理由
増減数

職員数

3 3 

平成31年 令和２年

13 

71 

種　類

1 

能力評価
　評価項目ごとに定める着眼点に基づき、職務遂行の過程において発揮され
た職員の能力を客観的に評価します。

下 水 道

小 計

8 

評価の内容等

業績評価

議 会

総務企画

税 務

勧奨退職

1人 

対前年

普通退職

5人 

区　分 

 部　門

一 般 行 政

募集退職

1人 

定年退職 その他

0 

0 

9 9 0 

29 

8 

建　築 保健師

1人 1人 

合　計

6人 

民 生

※職員数は、一般職に属する職員数（再任用短時間勤務職員を除く。）で、派遣職員
（総務企画：平成31年3人、令和2年3人）を含みます。
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３　職員の給与の状況

(1) 職員給与費の状況（普通会計決算）

(2) 職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（令和2年4月1日現在）

(3) 職員の初任給の状況（令和2年4月1日現在）

４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

(1) 勤務時間及び週休日の状況

(2) 職員の休暇の状況

ア　年次有給休暇の取得状況（平成31年1月1日～令和元年12月31日）

イ　休暇等

骨髄移植等休暇

（B/A）

4,372.0日 822.6日 110人 7.5日 18.8%

B

休憩時間 週休日

C （B/C）

38時間45分 午前8時15分 午後5時 午後0時から午後1時まで

国

182,200円

150,600円
一般行政職

区　分

大学卒

勤務時間の割振り

高校卒

大鰐町

事　由

302,684円

一般行政職

職員数 給与費

32,586千円

計　B

平均年齢

職員手当給　料 期末・勤勉手当

5,237千円74人 262,332千円 92,610千円

（B/A）

一人当たり給与費

平均給料月額 平均給与月額

262,908円 36.9歳

A

387,528千円

消化率

182,200円

裁判員等として官公署へ出頭する
場合

A

総付与日数 総取得日数

負傷又は疾病があり、その療養の
ために勤務をしないことがやむを
得ない場合
選挙権等の公民権の行使をする場
合

種　類

年次有給休暇

終　業始　業

150,600円

土曜日及び日曜日

全対象職員数

病気休暇

選挙等休暇

裁判員等休暇
特
別
休
暇

必要と認められる期間

結婚休暇

骨髄又は末梢血幹細胞の提供者と
なる場合

ボランティア活動に参加する場合

職員が結婚する場合

問わない

一の年において5日の範囲内
の期間

連続する5日の範囲内の期間

ボランティア
休暇

期　間

一の年において20日の範囲内
の期間
勤務しないことがやむを得な
いと認められる必要最小限度
の期間（原則90日）

必要と認められる期間

必要と認められる期間

１週間の
勤務時間

平均取得日数
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出勤困難休暇

産前の場合

出産の日の翌日から8週間を
経過する日までの期間
1日2回それぞれ30分以内の時
間（男子職員にあっては、そ
れぞれ30分から配偶者が取得
している時間を差し引いた時
間）
妻の出産に係る入院等の日か
ら当該出産の日後2週間を経
過する日までの期間における
2日の範囲内の期間
妻の出産予定日の6週間（多
胎妊娠の場合にあっては14週
間）前の日から当該出産の日
後8週間を経過する日までの
期間における5日の範囲内の
期間

8週間（多胎妊娠の場合に
あっては、14週間）以内に出
産する予定である女性職員が
出産の日までに申し出た期間

産後の場合

親族に応じて連続する日数の
範囲内の期間（例：父母の場
合は7日）

1日の範囲内の期間親族を追悼する場合

退勤途上の
危機回避休暇

産後休暇

育児休暇

配偶者出産休暇

災害・交通機関の事故等により出
勤が困難な場合

生後1年に達しない子を保育する
場合

妻が出産する場合

一の年において5日（子が2人
以上の場合にあっては10日）
の範囲内の期間

一の年において5日（要介護
者が2人以上の場合にあって
は10日）の範囲内の期間

育児参加をする場合

子の看護をする場合

負傷、疾病又は老齢により2週間
以上の期間にわたり日常生活を営
むのに支障がある配偶者、父母、
子等（要介護者）の短期の介護そ
の他の世話をする場合

現住居の滅失・損壊等の場合
原則として連続する7日の範
囲内の期間

介護休暇

産前休暇

祭日休暇

夏季休暇

現住居滅失等
休暇

夏季における心身の健康の維持・
増進等の場合

退勤途上の危険を回避する場合

負傷、疾病又は老齢により2週間
以上の期間にわたり日常生活を営
むのに支障がある配偶者、父母、
子等（要介護者）の介護をする場
合

介護時間

親族が死亡した場合服忌休暇

一の年の6月から9月までの期
間内における原則として連続
する4日の範囲内の期間

要介護者の介護を必要とする
状態が引き続いている間にお
ける連続する3年の期間内に
おいて必要と認められる期間
（1日2時間まで）

子の看護休暇

短期介護休暇

事　由 期　間種　類

特
別
休
暇

必要と認められる期間

必要と認められる期間

要介護者の介護を必要とする
状態が引き続いている間にお
ける通算6月まで（3回まで分
割可）の期間内において必要
と認められる期間

男性の育児参加

同上
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５　職員の休業の状況

(1) 育児休業等の取得状況（平成31年4月1日～令和2年3月31日新規取得分）

(2) 自己啓発等休業の取得状況（平成31年4月1日～令和2年3月31日新規取得分）

６　職員の分限及び懲戒処分の状況

(1) 分限処分の状況

(2) 懲戒処分の状況

７　職員の服務の状況

８　職員の退職管理の状況

退職者の再就職状況（平成31年4月1日～令和2年3月31日退職者）

育児休業 部分休業

　分限処分とは、公務能率の維持を目的に職員に対してなされる処分であり、降任、免
職、休職、降給があります。

種　類

降任

1人 0人 

区　分

備　考

一般服務違反等

2人 一般服務違反等

0人 

0人 

小計
町以外に再就職

4人 

　懲戒処分とは、職員の義務違反に対する道義的責任を問い、秩序維持を図る制裁的処
分で、免職、停職、減給、戒告の4処分があります。

休職

降給

町が出資す
る公社等

その他民
間団体等

1人 

職員に職を保有させたまま一定期間職務に従事させない処分

停職

備　考

その他
他の地方公
共団体等

3人 7人 

0人 

0人 

0人 

地方独立
行政法人

　すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に
当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければなりません（服務の根本基準：地方公
務員法第30条）。
　この服務の根本基準に基づき、職員一人ひとりが、町民全体の奉仕者としての職責を
自覚し、誠実公正に、かつ、能率的に職務を遂行するように努めるよう、随時、服務規
律の保持について周知徹底を行っています。

0人 

処分の内容

減給

戒告

職員を懲罰として一定期間職務に従事させない処分

0人 

一定期間職員の給料の一定割合を減額して支給する処分

合　計

職員の規律違反の責任を確認し、その将来を戒める処分

女性職員 0人 

処分者数

現在の給料の額より低い額の給料に決定する処分

0人 

0人 

種　類

免職 0人 

4人 

処分者数

合　計

0人 

0人 

0人 

国際貢献活動

0人 男性職員

男性職員

育児短時間勤務

1人 

0人 0人 

女性職員

大学等課程の履修

職員を懲罰として勤務関係から排除する処分

処分の内容

現在の職より下位の職に任命する処分

免職 職員の意に反してその職を失わせる処分 0人 

3人 

届出なし 合　計
町に再就職

再任用

区　分
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９　職員の研修の状況

研修の実施状況

10　職員の福祉及び利益の保護の状況

(1) 職員の健康診断等の状況

(2) 職員互助会の状況（令和2年4月1日現在）

(3) 公務災害等の状況

1人 

2人 

1日 

1日 

2日 

会員数

名　称

圏域職員
合同研修

1人 

区　分 認定件数

補助金額

111人 

平成23年度補助金廃止

選択研修

庁内研修

新採用者研修

課長研修

主査研修

総合検診（定期健康診断）

区　分

大鰐町職員組合

日帰りドック

脳検診

受診者数

65人 

21人 

4人 

4人 

1人 

研修名

通勤災害 0件 

公務災害 1件 

8日 

1日 

1日 

1日 

5日 

圏域職員政策提言事業

文書作成力向上研修

クレーム対応力向上研修

ハラスメント防止研修

あおもり未来創造塾その他

基本研修
(職位別)

主事・技師研修

弘前市役所

管理者入門研修

主幹研修

2人 

4人 

5人 

1人 

9人 

4人 

4人 

研修先等

青森県自治研修所

期　間

2日 

2日 

2日 

2日 

3日 

3日 

主査第２部研修

今別町ほか

受講者数

91人 

94人 

2人 

3人 

4人 

4人 

1人 

大鰐町議会議場

8人 

1人 

1人 

2人 地域力創造研修

リスクマネジメント研修

交渉力向上研修～ＷＩＮ・ＷＩＮの交渉術～

業務改善研修～時間効率を考える編～

マニュアル作成研修

2日 

1日 

1日 

2日 

1日 

2日 

1日 

1日 

メンバーの能力とやる気を高めるＯＪＴ研修

ダイバーシティマネジメント研修

ロジカルシンキング研修

法制執務研修

政策法務研修

ワンペーパー資料作成術研修

9日 
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11　公平委員会に係る業務の状況

(1) 給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求の状況

(2) 不利益処分に関する審査請求の状況

　　令和元年度においては、新たな審査請求はなく、また、係属事案もありません。

　　令和元年度においては、新たな措置要求はなく、また、係属事案もありません。
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